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議会の意思はそのまちの 思そのものです。 議会は予算提案権こそもたないも の、長 提案権を侵害しない範囲における修正権や「 議決」 という決定権をもっ ています。 つまり予算は議会 承認無しには執行できません。 現下の少子高齢化や
低迷する
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ど市政に無関心なのか いうことです。こ 命題を解決できれば「市民 共に
歩む議会」へと

































臨時財政対策債が膨 んで るケースや基金の繰り替え運用を返せなくなっ てい 自治体も数多く、中には夕張市のように一時借入 凌ぎながら限界に達したケースもあります。 公会計では税や手数料等の純粋な収入だけでなく借入れも歳入 して計上されますから、 火の車でありなが 黒字決算とするマ ジックは常套手段となっ ています。これに対し、 近年は行政評価、 施策評価、 事務事業評価を取り入れている自治体が増加しており、 これらの評価シートに加え行財政改革大綱 決算カード、財政分析表等の資料を調査すれば実態を知ることは可能
です。注意しなければならないのは平成
二一年から全面施行された「 地方公共団体の財政の健全化に関する法律」 に基づく財政健全化比率の算定数値です。 指定された基準値と比較するとまだまだ余裕があると見えるケースが多 ありすが、実はこの基準 極めて危険な水準でありますので幅があっ ても安心でき ものではありません。例えば健全化判断比率四指標のうち、将来負担
比率では早期健全化基準が三五〇・ 〇であるため、二○○前後のスコ アであれば安全圏であると錯覚しますが、こ 数値は中核市であれば最下位に値し、高い公債費及び絞り出してもほ
とんど出てこ
ない投資的経費に苦しんでいる、財政 硬直化した自治体であると言えます。 こう た読み取り技術とこれに対する政策提案能力は今後の議員には必須ではないかと思います。
 
そのためには議員には一定のスキルが求められま
す。市民の声を政策に展開す こと、あるいは市長提案を調査するためには憲法や地方自治法をはじめとした法律の知識、 議会運営上の会議規則や委員会条例に関する内容も知っ ておかねばなりません。立候補 る前からこれらを体得しておくのは困難ですが、少なくとも議員に た以上は一般的な教養に加えて勉強すべ きで
す。そういう








それぞれの議員 資質向上を促す要素はあるものの議会活動へ取り組む姿勢まで変化させるとは限りません。それはあくまでも議員本人の問題であり、 選挙で選ぶ市民 責任でもあります。かつて 「学芸会」 と揶揄された議会が改革され、議会で出す結論が自治体の意思であることの責任感を持てば自ずと議決の説明責任を認識することになります。このベースが確立さ ると監視機能は向上し、慎重な審査・審議に繋がることでしょう。財政状況が厳しい現在の地方議会であるからこそ、議会が財政再建へ 力をもつこと
を示すべく全国の自治体において改革が進
めば、やがては国内の重い閉塞感を打開するだけの力になるかも知れません。
 
